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教育訓練給付

雇⽤保険の被保険者である者⼜は被保険者でなくなってから１年以内（※１）にある者が、厚⽣労働⼤⾂の
指定する教育訓練を受ける場合に、訓練費⽤の⼀定割合を給付
（※１）妊娠、出産、育児等により教育訓練を開始することができない者については、最大４年に至るまで、当該理由により当該教育訓練を開始することができ

ない日数を加算することができる。

① ⼀般教育訓練に係る教育訓練給付⾦
○⽀給要件：被保険者期間３年以上（初回の場合は１年以上）で、当該訓練開始⽇前３年以内に教育訓練給付⾦を

受給したことがないこと。
○給付⽔準：教育訓練に要した費⽤の20％相当額（上限10万円）

○対象訓練：雇⽤の安定及び就職の促進に資すると認められる教育訓練。医療・福祉関係、事務関係等幅
広く指定されており、現在対象講座数は9,571講座。

② 専⾨実践教育訓練に係る教育訓練給付⾦（中⻑期的なキャリア形成⽀援措置）【平成26年10月１日施行】

○⽀給要件：被保険者期間10年以上（初回の場合は２年以上）で、当該訓練開始⽇前10年以内に教育訓練給付⾦を
受給したことがないこと。

○給付⽔準：教育訓練に要した費⽤の40％相当額（上限年間32万円）を、受講状況が適切であることを確認した
上で、６か⽉ごとに⽀給。加えて、訓練修了後１年以内に、資格取得等し、被保険者として
雇⽤された（又は雇用されている）場合には、当該教育訓練に要した費⽤の20％相当額（上限年間16万円）

を追加⽀給
○対象訓練：専⾨的・実践的であると認められる以下の訓練について指定

・ 業務独占資格⼜は名称独占資格のうち、いわゆる養成施設の課程
（期間は、１年以上３年以内でかつ取得に必要な最短期間）

・ 専⾨学校の職業実践専⾨課程 （期間は、２年）

・ 専⾨職⼤学院 （期間は、２年以内（資格取得につながるものにあっては、３年以内で取得に必要な最短期間））

（※２）②専門実践教育訓練を受講する45歳未満の若年離職者には、基本手当の50％を訓練受講中に２箇月ごとに支給（教育訓練支援給付金。平成30年
度までの暫定措置）
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○ キャリア・コンサルタントに係る試験のあり方について検討

○ 民間が実施するキャリア・コンサルタント能力評価試験について、有識者からなる委員会を開催し、必要な専門調査を実施

○ キャリア・コンサルティングに関する情報提供サイト「キャリア・コンサルネット」の整備・運営

○ 経験交流・発表会の開催、好事例の収集・発信

○ キャリア・コンサルタント向け資質向上研修の実施（中長期的キャリア形成を支援するためのキャリア・コンサルティング対応）

○ ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングの実施を担う者を養成するための講習を実施

○ ジョブ・カード制度の見直しに伴う、講習内容、実施体制等の見直しを実施

○ 登録キャリア・コンサルタントの資質向上のための有益情報の提供

ジョブ・カード講習の実施

キャリア・コンサルタントの資質の向上等

キャリア・コンサルティングに関する調査研究

※ このほか、ハローワークにおける求職者に対するキャリア・コンサルティングや職業訓練受講中の訓練生へのキャリア・コンサ
ルティング等により、キャリア・コンサルティングの普及促進及びキャリア・コンサルタントの専門性の一層の向上を図っているところ。

キャリア・コンサルティング普及促進事業

キャリア・コンサルタントの資質の更なる向上を図るとともに、キャリア・コンサルティングの有用性を広め、個人がいつ
でも安心してキャリア・コンサルティングを受けられる機会を増大させることが求められていることから、キャリア・コンサ
ルタントの養成、キャリア・コンサルティングの普及促進を図るための各種事業を実施する。

目的
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職業訓練などを実施する事業主等に対して訓練経費や訓練中の賃⾦を助成し、労働者のキャリア形成を効果的に促進

助成内容 助成額※( )額は中⼩企業以外の額
❷ 政策課題対応型訓練
①成⻑分野等⼈材育成コース

中⼩企業以外
中⼩企業

健康(医療・介護)・環境などの成⻑分野等での⼈材育成のための訓練

経費助成：１/２(1/3)
賃⾦助成：1h当たり800円(400円)

②グローバル⼈材育成コース 海外関連業務に従事する⼈材育成のための訓練(海外の⼤学院、⼤学、教
育訓練施設などで実施する訓練も含む)

③中⻑期的キャリア形成コース 中⻑期的なキャリア形成に資する教育訓練として厚⽣労働⼤⾂が指定す
る専⾨実践教育訓練

④熟練技能育成・承継コース 中⼩企業以外
【拡充】
中⼩企業

熟練技能者の指導⼒強化、技能承継のための訓練、認定職業訓練

⑤若年⼈材育成コース 採⽤後５年以内で、35歳未満の若年労働者への訓練

⑥育休中・復職後等能⼒
アップコース

中⼩企業以外
中⼩企業 育児休業中・復職後・再就職後の能⼒アップのための訓練 経費助成：２/３(１/２)【助成率拡充】

賃⾦助成：1h当たり800円(400円)

⑦認定実習併⽤職業訓練コース 中⼩企業 ⼤⾂の認定を受けたOJT付き訓練（❶のアを除く） 経費助成：１/２
賃⾦助成：1h当たり800円
ＯＪＴ実施助成（⑦）：1h当たり600円⑧⾃発的職業能⼒開発コース 中⼩企業 労働者の⾃発的な能⼒開発に対する⽀援

❸ ⼀般型訓練 中⼩企業 政策課題対応型訓練以外の訓練 賃⾦助成：1h当たり400円
経費助成：１/３

○ 事業主及び事業主団体等向け

助成内容 助成額

❹ 団体等実施型訓練 事業主
団体等

事業主団体等が構成事業主の雇⽤する労働者を対象に⾏う、若年労働者
への訓練や熟練技能の育成・承継のための訓練、育児休業中・復職後・
再就職後の能⼒アップのための訓練【拡充】

経費助成：１/２（育児休業中・復職後・再
就職後の能⼒アップのための訓練 ２/３）

助成内容 助成額※( )額は中⼩企業以外の額

❶ ものづくり⼈材育成訓練【拡充】
中⼩企業以外

中⼩企業
事業主団体等

建設業や製造業が実施する⼤⾂の認定を受けた次のＯＪＴ付き訓練
ア 企業単独型訓練（企業が単独で実施する訓練）
イ 企業連携型訓練（複数の企業が連携して実施する訓練）
ウ 事業主団体等連携型訓練（事業主団体等と企業が連携して実施

する訓練）

経費助成：２/３(１/２)
賃⾦助成：1h当たり800円(400円)
ＯＪＴ実施助成：1h当たり700円(400円)

○ 事業主向け

○ 事業主団体等向け

平成２７年度キャリア形成促進助成金

※ 東⽇本⼤震災に伴う被災地の事業主に対する特例措置について、平成28年３⽉31⽇まで延⻑
経費助成：１/２(中⼩企業以外1/3)、賃⾦助成：1h当たり800円（中⼩企業以外400円）、ＯＪＴ実施助成：1h当たり600円（中⼩企業以外600円） ３



本省幹部による業界の
リーディングカンパニーへの訪問

都道府県労働局⻑による地域の
リーディングカンパニーへの訪問

☞ 都道府県労働局に、労働局⻑を本部⻑とする
「働き⽅改⾰推進本部」を設置

＊ 全局に本部を設置し、⾃治体・労使団体と連携の上
働き⽅改⾰を推進

☞ 管内の企業トップへの働きかけを実施

☞ ４⽉２７⽇現在２８社（＊）を訪問
＊⽇新⽕災（12／４⼭本副⼤⾂）、カルビー、伊藤忠

商事、富⼠ゼロックス など

☞ 引き続き、働きかけを実施

♦ 先進的な取組事例等について、ポータルサイトを活⽤して情報発信（1⽉30⽇開設）
☞ 企業が「働き⽅・休み⽅改善指標」を⽤いて診断を⾏い、その結果に基づき対策を提案
☞ 社員が「働き⽅・休み⽅改善指標」を⽤いて診断を⾏い、⾃らの働き⽅・休み⽅を振り返る機会を提供
☞ 地⽅公共団体における働き⽅改⾰の取組事例（知事等のメッセージや宣⾔など）を掲載予定

働き⽅・休み⽅改善ポータルサイトを活⽤した働き⽅改⾰の全国展開

働き方改革の一層の推進

◆ 本省と都道府県労働局が連携して、下記の取組を実施
① 企業の⾃主的な働き⽅の⾒直しの推進
② 地域における働き⽅改⾰の気運の醸成

◆ 都道府県労働局と地⽅公共団体が連携して「まち・ひと・しごと」創⽣の観点からも取組
○ 「地域住⺠⽣活等緊急⽀援のための交付⾦」（平成26年度補正予算1,700億円）を活⽤し地域の実情に

応じた、地域企業の職場環境の改善を推進

全国展開へ

地域の実情に応じた取組を国・地⽅公共団体が⼀体となって推進
４



法律に基づく両立支援制度の整備

妊娠中・出産後の母性保護、母性健康管理
（労働基準法、男女雇用機会均等法）

・産前産後休業（産前６週、産後８週）、軽易な業務
への転換、時間外労働・深夜業の制限

・医師等の指導等に基づき、通勤緩和、休憩、休業
等の措置を事業主に義務づけ

・妊娠・出産等を理由とする解雇その他の不利益取
扱いの禁止 等

育児休業等両立支援制度の整備
（育児・介護休業法）

・子が満１歳（両親ともに育児休業を取得した場合、
１歳２ヶ月＝“パパ・ママ育休プラス”）まで（保育所
等に入所できない場合等は最大１歳半まで）の育児
休業

・子が３歳に達するまでの短時間勤務制度、所定外
労働の免除※

・育児休業を取得したこと等を理由とする解雇その他
の不利益取扱いの禁止 等

仕事と家庭の両立支援対策の概要
両立支援制度を利用しやすい

職場環境づくり

助成金等を通じた事業主への支援

・育児休業者の代替要員を確保し休業取得者を現職等に復帰させ
たり、育児休業を取得した期間雇用者を継続雇用するなど、両立
支援に取り組む事業主へ助成金を支給

・中小企業で働く労働者の育児休業取得及び育児休業後の円滑
な職場復帰支援のための「育休復帰支援プラン」の策定・利用支
援

・女性の活躍・両立支援総合サイトによる情報提供

・子育て・介護のためのテレワーク活用事例の普及

表彰等による事業主の意識醸成
・仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き方ができ
る企業を表彰（均等・両立推進企業表彰）

・男性の育児休業取得促進等男性の仕事と育児の両
立支援の促進（イクメンプロジェクト）

次世代法に基づく事業主の取組推進

・仕事と子育てを両立しやすい環境の整備等に関する
行動計画の策定・届出・公表・従業員への周知

（１０１人以上は義務、１００人以下は努力義務）

・一定の基準を満たした企業を認定（くるみんマーク及
び

プラチナくるみんマーク）

・認定企業に対する税制上の措置

育児休業中の経済的支援
・育児休業給付（賃金の67％相当※）

※雇用保険法の改正により、平成２６年４月１日から
50%→67%に引き上げ（180日）

・社会保険料（健康保険、厚生年金保険）の免除

等

長時間労働の抑制、年次
有給休暇の取得促進等全
体のワーク・ライフ・バラン
スの推進

保育所待機児童 解消

タ 事業

保育所待機児童の解消・
放課後児童クラブの充
実、
ファミリー・サポート・セン
ター事業

子育て女性等の再就職支援
（マザーズハローワーク事
業、託児付き再就職支援セ
ミナー、仕事と育児カムバッ
ク支援サイト）

その他

○女性の継続就業率

３８％（平成２２年）

→５５％（平成３２年）

○男性の育児休業取得率

２．０３％（平成２５年）

→１３％（平成３２年）
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助成率

①設置費

・大企業 補助率１／３

上限額1,500万円

・中小企業 補助率２／３

上限額2,300万円

②増築費

○増築

・大企業 補助率１／３

上限額 750万円

・中小企業 補助率１／２

上限額1,150万円

○建て替え

・大企業 補助率１／３

上限額1,500万円

・中小企業 補助率１／２

上限額2,300万円

③運営費

５年間支給

・大企業 １人当たり 34万円（年額）

上限額 1,360万円

・中小企業 １人当たり 45万円（年額）

上限額 1,800万円

平成２７年度両立支援等助成金

代替要員確保コース 3.1（1.3）億

育児休業取得者が、育児休業終了後、原職等に復帰
する旨の取扱いを就業規則等に規定し、休業取得者の
代替要員を確保し、かつ、休業取得者を原職等に復帰
させた中小企業事業主に支給する。

労働者のための保育施設を事業所内（労働者の通勤
経路又はその近接地域を含む）に設置、運営等を行う
事業主・事業主団体に、その費用の一部を助成する。

中小企業両立支援助成金

支給機関：都道府県労働局

支給対象労働者１人当たり 30万円

育児休業取得者が期間雇用者の場合 10万円加算

事業所内保育施設設置・運営等支援
助成金 51.4（51.9）億

※ １企業当たり１年度延べ10人まで ５年間
（くるみん取得企業の場合、平成37年３月31日までに50人まで）

※ ①②は、２回（１年目と３年目）に分けて支給
※ ③は、定額支給（平成26年12月31日までに運営を開始し
た事業主は、平成26年度までと同様の仕組みで支給）

支給額

１人目 40万円

２人目から５人目まで 15万円

期間雇用者の育児休業取得者が

正社員として復職した場合

１人目10万円加算
２～５人目 ５万円加算

期間雇用者継続就業支援コース 0.8(9.2)億

期間雇用者と正社員が同等の要件で利用できる育児休
業制度、育児短時間勤務制度を就業規則等に規定し、期
間雇用者の育児休業取得者を原職等に復帰させ、６か月
以上継続して雇用した中小企業事業主に支給する。

（※育児休業を終了した期間雇用者が平成25年４月１日以後平
成28年３月31日までに出た事業主が対象。）

27年度予算額 61.9億円（雇用勘定）

育休復帰支援プランコース 3.0(1.5)億

「育休復帰プランナー」による支援のもと「育休復
帰支援プラン」を策定及び導入し、対象労働者が育休
を取得した場合及び当該育休取得者が復帰した場合に
中小企業事業主に支給する。

支給対象事業主１回当たり 30万円

※ １企業当たり２回まで
１回目：プランを策定し、育休取得した時
２回目：育休者が職場復帰した時

企業規模 １人目 ２人目以降※

中小企業事業主 40万円 15万円

上記以外の事業主 30万円 10万円

子育て期短時間勤務支援助成金（経過措置）

1.2(8.6）億
就業規則等により子育て期（原則として子が小学校

就学前まで）の労働者が利用できる短時間勤務制度を
設け、平成27年４月９日までに育児短時間勤務を開始
した労働者に利用させた事業主に支給する。

※ ５年間、１企業当たり延べ１０人まで（中小企業事業主は５人まで）

ポジティブ・アクション能力アップ助成金

（経過措置）2.4(1.2）億

女性の活躍促進についての数値目標を設定し､一定の
研修を実施し、目標を達成した事業主に支給する。

企業規模 支給額

中小企業 30万円

大企業 15万円

※平成27年度中に制度拡充及び名称変更を行う予定
６


